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研究要旨： 
 健康危機への基本的な対応能力を評価するひとつの取り組みである IHR 合同評価

（Joint External Evaluation: JEE）で、日本はリスクコミュニケーション（RC）分野

の評価が最も低かった。日本の RC 課題として①RC 専門人材の育成、②国と地方のステ

ークホルダーのマッピング、③噂、誤報、フェイクニュースの対処が指摘されていた。

JEE で高評価を得た国や先進的な取り組みを実施している国を対象に、緊急時の RC
（Emergency RC: ERC）の体制や実態について、文献・現地視察により調査を行った。

システム構築から、内部・外部関係者との調整、市民への情報発信、SNS の監視・フェ

イクニュース等の対処等、日本が今後参考に出来得る様々な取り組みが実施されていた。

日本の RC 課題を踏まえて、外部のステークホルダーも交えた定期的な研修の開催や内

部・外部調整が必要な際に迅速に活用できる広報担当者リストの作成、持続的な SNS の

分析・評価等が参考となり得ると考えられた。 
 
Ａ．研究目的 
 国際保健規則(IHR )において、リスクコミ

ュニケーション（RC）は健康危機への基本

的な対応能力（コア・キャパシティ）のひと

つとなっており、その開発と対応が各国に求

められている。IHR 合同評価（Joint 
External Evaluation: JEE）は、IHR の対

応能力を、各国政府と外部の専門家が合同で

評価し、改善すべき課題を明らかにする取り

組みである。日本が 2018年 3月に評価を受

けた 19 分野のうち、RC は最も評価の低い

分野であった（図１）。（P1:国内の法令・

政策および資金、P2:IHR の調整・連絡およ

びアドボカシー、P3:薬剤耐性、P4:人獣共
通感染症、P5:食品安全、P6:バイオセーフ

ティとバイオセキュリティ、P7:予防接種、

D1:国内検査システム、D2:リアルタイムサ

ーベイランス、D3:報告、D4:要員育成、R1:
準備態勢、R2:緊急時対応活動、R3:公衆衛
生当局と治安当局の連携、R4:危機対応医薬

品等と要員展開、R5:リスクコミュニケーシ

ョン、PoE:入域地点、CE:化学物質による事

案、RE:核・放射線による緊急事態） 
 
図１ 日本が JEE で評価を受けた 19 分野

の達成度 

 
JEE の枠組みで評価する際には、評価ツ

ール（Joint external evaluation tool: 
International Health Regulations (2005)）
が利用され、現時点で 2022年 6月に発行さ

れた第 3版が最新である。日本が受けた評

価の際には、第 1版が利用され、RC 分野は

5 つの指標で評価された（表１）。 
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表１ JEE のリスクコミュニケーション分

野における 5 つの指標（評価ツール第１

版） 

 
5 つの指標には詳細な技術的質問が設けら

れており、指標の達成度をはかる目安となっ

ている。評価ツール第 1版 RC 分野の技術的

質問数は、R5.1 は 14 つ、R5.2 は 13 つ、

R5.3 は 12 つ、R5.4 は 12 つ、R5.5 は 7 つ

であった。一方で、WHO が公表している各

国評価レポートでは、技術的な質問に対応す

る評価コメントの整理はされておらず、5 つ

の指標に対応する評価コメントが羅列されて

いるのみであった。日本は RC 分野で優先す

べき課題として、①RC 専門人材の育成、②

国と地方のステークホルダーのマッピング、

③噂、誤報、フェイクニュースの対処、の 3
点が指摘された。 

健康危機発生時の RC（Emergency RC: 
ERC）を効果的に行うことは、特に新型コ

ロナウイルス感染症（COVID-19）流行初期

の行政対応で、重要なキーワードとなってい

た。しかしながら、体制構築や地域住民との

関与について、十分な経験や知識・技術を持

ち合わせている人材を確保している自治体は

多くはないと考えられる。一方で、海外では

政府、自治体の指示系統を含む体制や役割が

明確で、実際の対応や訓練を通して ERC に

必要な要素を蓄積している国もある。 

そこで本研究では、以下の目的を設定し、

調査等を行った。 
l JEE の RC 関連指標で高評価を得た国

の ERC の体制・実態等について文献調

査を行い、日本が参考にできる情報を

収集し、整理すること 
l 海外の行政機関等における効果的な

ERC手法について、先進的な取り組み

事例を収集すること 
 
Ｂ．研究方法 
１． JEE 高評価国における行政機関等の

RC 対応の整理 
JEEウェブサイト

（https://extranet.who.int/sph/index.php/je
e）において、2022年 10月 14 日時点にお

ける国別の JEE 評価 進捗状況（未評価、進

行中、評価完了）を調査し、進捗状況が「評

価完了」である 115 か国（日本を含む）を

対象とした。各国評価レポートから RC 分野

5 指標 5段階の各指標の得点と、それらを合

計した総得点（25点満点）を算出し、日本

よりも総得点が高い国の評価年、評価ツール

の版数（第 1-3版）を含めて、リスト化し

た。総合点の高い上位 3 か国と、総得点が

日本よりも高い国のなかで、日本と同程度ま

たはそれ以上の医療水準を持つ国を 3 か国

抽出した。それらの国の評価レポートで「強

み」として指摘された評価コメントから、評

価ツール第 1版の RC 分野各指標「技術に関

する質問」に対して、回答となり得る各国の

評価コメントを当てはめ、整理をした。さら

に、日本の RC優先課題の解決に向けて、上

位３か国の参考となり得る各国の共通点や取

り組みを抽出した。 
２． 海外の ERC における先進的な取り組

み事例の収集 
イスラエルの行政機関等である１)国防軍

ホームフロント司令部（Defense Forces 
Home Front Command）、２)危機管理庁

（National Emergency Management 
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Authority）、３) 保健省（Ministry of 
Health）、４)国立救急医療サービスセンタ

ー（Megen David Adom in Israel）の ERC
を含む健康危機管理体制について、現地の視

察を行うとともに、担当者と情報共有・意見

交換を実施した。各機関から得られた ERC
関連の情報を、日本と異なる点、注目された

点等として整理した。 
 
Ｃ．研究結果 
１． JEE 高評価国における行政機関等の

RC 対応の整理 
JEE 評価が「評価完了」である 115 か国

のうち、評価レポートが公表されていたの 
は、104 か国であった。日本の総得点は 17
点で、日本よりも RC 分野の総得点が高い国

は、21 か国存在した（表２）。上位 3 か国 
はアラブ首長国連邦（UAE）24点、アルメ

ニア 23点、シンガポール 23点であった。 
 

また、日本と同程度またはそれ以上の医療水

準を持つ国として、オーストラリア 21点、

カナダ 21点、米国 20点を抽出した。高評

価を得ていた国は、欧米等の高所得国のみな

らず、アジアやアフリカ等の中所得国も含ま

れた。高評価の国は、2018年 3月実施され

た日本よりも前の時期に評価が実施されてい

ることが多かった。上位 3 か国とオースト

ラリア、カナダ、米国は、日本と同様の評価

ツール第 1版で評価されていた。高評価の

国のなかで、評価ツール第 2版が利用され

た国は、マレーシア、ブルネイ・ダルサラー

ム、パラオのみ、第 3版を利用して評価さ

れた国はなかった。 
「強み」として評価されたコメントから評

価ツール第 1版の RC 分野各指標の「技術に

関する質問」に対して、回答となり得るコメ

ントを資料１（上位 3 か国）、資料２（米

国、カナダ、オーストラリア）に整理した。

表２ JEE の RC 分野で総得点が高い国と日本の比較 

53



 

 

 

表３ JEE で指摘された日本のリスクコミュニケーション優先課題の参考となり得る上位３か国 
の共通点や取り組み 
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各国の評価コメントからすべての国で回答

が当てはまる可能性があった質問は、R5.1.1
（計画）、R5.2.2（内部調整）、R.5.5.1
（噂、誤解の監視・対応）であった。これら

の国は、国内の対策計画に RC のための機能

として、役割と責任が盛り込まれていたり、

国と対策実施機関とのコミュニケーションを

調整する枠組みが設定されていたり、噂や誤

報を監視し、これに対応するためのコミュニ

ケーション機能を有していた。 
日本の優先課題①RC 専門人材の育成、②

国と地方のステークホルダーのマッピング、

③噂、誤報、フェイクニュースの対処、の 3
点に対して、上位 3 か国の評価レポートで

「強み」として評価されたコメントから、日

本の RC優先課題の解決に向けて、参考とな

り得る各国の共通点や取り組みを表３に整理

した。①人材育成では、高評価国は定期的な

研修を開催し、その対象者は政府や自治体の

みならず、医療従事者やメディア、ボランテ

ィアと連携していた。②ステークホルダーの

マッピングでは、国や自治体レベルで広報担

当者リストを作成したり、ステークホルダー

に宗教指導者等の影響力がある人物を配置し

たりしていた。③噂、誤報、フェイクニュー

スの対処では、SNS で噂の変化過程を分析

したり、自国の対処能力を定期的に評価した

り、対象を絞ったメッセージを発信してい

た。 
２． 海外の ERC における先進的な取り組

み事例の収集 
イスラエルの以下の行政機関等における

ERC の日本と異なる点、注目された点等の

結果を示す。 
１) 国防軍ホームフロント司令部（Defense 

Forces Home Front Command） 
イスラエルは長期に渡り、パレスチナ自治

区ガザ地区から断続的な砲撃の対象となって

おり、それに伴い市民に対する ERC が発達

していた。国防軍ホームフロント司令部の公

衆衛生準備局には、リスクコミュニケーショ

ン・クライシスコミュニケーション課があ

り、さらに情報係、デジタル係、市民訓練係

等に担当が分かれていた。緊急時のメッセー

ジは多言語で対応し、ウェブサイトやソーシ

ャルメディア（Facebook, Twitter）、You 
Tube 等を通じて発信をしている。緊急時に

スポークスマンは、テレビやラジオにほぼ毎

日出演し、統一されたメッセージを発信する

ことで市民の不安を払拭し、信頼を得てい

た。また、コールセンターを設置して担当者

が市民と直接対話をすることで、市民の問い

合わせに対応していた。ソーシャルメディア

を監視し、誤報やフェイクニュースを見つけ

た場合は、公式情報と照らし合わせて対処を

行っていた。市民の危機意識、セルフディフ

ェンス能力を高めるために、幼稚園や学校に

職員が出張し、幼少期から ERC について訓

練を実施していた。 
２) 危機管理庁（National Emergency 

Management Authority: NEMA） 
NEMA は、防衛省直下の組織ではある

が、緊急時に前線に立つ他省庁を調整、統括

する役割がある。イスラエルの省庁は各組織

で個別に緊急時対応センター（EOC）を設

置しているが、組織間の調整が必要なとき

は、NEMA が介入していた。一方で、他省

庁の個別案件に関わったり、指示をしたりす

ることはなく、他組織からリエゾン派遣もな

い特殊な立ち位置の組織であった。NEMA
が担当するシナリオは、戦争や地震、パンデ

ミック、サイバーアタックである。平時は市

民への情報配信を調整したり、緊急時は緊急

サービスに関する市民への情報配信を調整し

たりと、ERC に関連した役割も担ってい

た。 
３) 保健省（Ministry of Health: MOH） 

イスラエルの COVID-19 対応の課題とし

て、平時のヘルスケアサービス、クイックレ

スポンス、ICUベッドや検査のサージキャ

パシティ等が生じていた。そこで、COVID-
19 対応の 6 つの柱として、①リアルタイム
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データ、②政策から実行までの迅速な対応、

③政策開発のためのイノベーション、④公衆

衛生プロバイダーとの国際的なネットワー

ク、⑤市民の意識向上とエンゲージメント、

⑥ヘルスケアレジリエンス、を設定し ERC
も含めて推進をしていた。疫学調査は i-
CDC（イスラエル疾病管理センター）が担

っていた（i-CDC は、感染症のみならず、

癌等の慢性疾患も担当していた。）。

COVID-19 対応からのベネフィットは、在

宅診療や在宅療養、遠隔診療が推進されたこ

とや、EOC のオンゴーイングトレーニング

を実施できたことであった。また、デジタル

ヘルスの推進により、MOH が患者のカルテ

を含むデータを一括管理し、病院やクリニッ

ク等でこのデータにアクセスすることができ

る。少数の医療機関でカルテを手書きしてい

るところはあるが、データ登録は電子媒体上

で行われており、保健医療データの分析がし

やすい環境にあった。 
４) 国立救急医療サービスセンター

（Megen David Adom in Israel: 
MDA） 

イスラエルの MDA は、緊急医療サービス

と血液センターを担う組織で、警察や消防、

国防軍と連携している。全国に 25,000名の

ボランティアを配置し、応急処置等のトレー

ニングを実施し、ファーストレスポンダーと

しての役割が期待されている。ボランティア

が要救助者の写真を撮り、What’s up 等のア

プリで救急コールセンターに状況を共有する

こともできる。市民からの通報で誤報が疑わ

れるようであれば、その情報源を調査して確

かめていた。もし、悪質な通報が続く場合

は、電話番号や SNS アカウントからその人

物と特定し、情報をシャットダウンすること

ができる。 
 
Ｄ．考察 
 海外の行政機関等から RC に関する情報収

集を行ったところ、システム構築から、内

部・外部関係者との調整、市民への情報発

信、SNS の監視・フェイクニュース等の対

処等、様々な取り組みが実施されていた。今

回調査を行った JEE の各国評価レポート

は、本来は多国間の比較をする目的で作成さ

れたものではないが、高評価国の評価レポー

トを重点的にレビューすることで、効率的に

良い取組みを抽出することができた。日本が

指摘された RC 課題の一つ目である RC 専門

人材の育成については、高評価国は年に数回

の定期的な RC 研修を開催し、参加者は主催

の政府のみならず、調整が必要なパートナー

を交えて実施していた。高評価国は、緊急事

態またはコミュニケーションを司る省庁を常

設し、人材育成を担っていた。日本は省庁に

よる縦割りの業務分担が根付き、RC 人材育

成を担う分野横断的な組織がないように思わ

れる。今後、感染症危機管理統括庁が内閣官

房に新設されるが、対応は感染症に限られ

る。オールハザードの危機に対応するために

は、RC を管轄する組織を常設して、人材、

財源を投資する必要があるだろう。日本が指

摘された RC 課題の二つ目である国と地方の

ステークホルダーのマッピングについては、

高評価国は広報担当者のリストを作成するこ

とで、組織間の情報共有がし易い環境を整備

していた。取り組みを抽出した、高評価国で

あった UAE、アルメニア、シンガポール

は、人口規模が 1,000万人以下で比較的小

さく、地域や地方自治体レベルのステークホ

ルダーを把握し易いと思われた。日本の政府

や地方自治体は短期間の人事異動が多いた

め、専属人材または組織固定の連絡先を登録

等が有用だろう。日本が指摘された RC 課題

の三つ目である噂、誤報、フェイクニュース

対処については、高評価国は幅広い年代をカ

バーするメディア、SNS を活用していた。

迅速な SNS 分析により、噂の追跡や対象を

絞ったメッセージを発信、定期的な対処能力

の評価を実施していた。高評価国は、フェイ

クニュース等の対処における役割を明確化す
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ることで、初動が迅速で持続的なコミュニケ

ーションを達成していた。日本は政府、地方

自治体で分野横断的な RC 対処の役割や責任

を明確にしていく必要があるだろう。JEE
の各国評価レポートの総得点を利用した限界

として、各国を評価した審査員は異なるこ

と、公表済みの各国評価レポートは、評価ツ

ール第 1版と第 2版により評価されたもの

が混同していること（ただし、RC 分野は大

きな変更点なし）等が考えられた。 
イスラエルの行政機関等の現地視察、意見

交換を行った結果、イスラエルの ERC の特

徴として、政府・防衛軍と市民との距離感近

いことや、砲撃対応の成果として多くの市民

の信頼を獲得ていること、市民を巻き込んだ

研修を実施していること等があった。ただ

し、イスラエルは砲撃の脅威に常に晒されて

いることや、人口規模が小さく比較的小回り

が利く政策を打ち出しやすい等、日本と公衆

衛生の背景も大きく異なるので、対応を参考

にする際は考慮する必要があるだろう。 
日本は COVID-19流行初期の行政対応

で、国と地方自治体、市民とのコミュニケー

ションの課題を指摘されていた。本研究結果

が今後の RC の課題解決、ERCモデル案の

作成に向けて検討を行う基礎資料となること

を期待したい。 
 
Ｅ．結論 
海外の行政機関等から RC に関する情報収

集を行ったところ、システム構築から、内

部・外部関係者との調整、市民への情報発

信、SNS の監視・フェイクニュース等の対

処等、様々な取り組みが実施されていた。 

日本の RC 課題を踏まえて、外部のステーク

ホルダーも交えた定期的な研修の開催や内

部・外部調整が必要な際に迅速に活用できる

広報担当者リストの作成、SNS の分析・評

価等が参考となり得ると考えられた。 
 
Ｆ．研究発表  
１．論文発表 
 特になし 
２．学会発表 
• 竹田飛鳥, 奥田博子, 齋藤智也, 冨尾淳.

リスクコミュニケーションの課題を解

決する上で日本が他国から学べること

―JEE（Joint External Evaluation：
IHR 合同外部評価）から―. 第 28回日

本災害医学会総会・学術集会（盛岡）. 
2023年 3月.  

 
Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

特になし 
２．実用新案登録 

特になし 
３．その他 

特になし 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
R.5.1 リスクコミュニケーション・システム  
1. 国内の対策計画には RC
のための機能があるか。 

• RC 機能は、危機管
理庁（NCEMA）の
メディア・広報緊急⽀
援計画、保健予防
省（MHP）のメディ
ア対応計画、および
地⽅の保健当局に
存在する。 

• 国、地域、地⽅レベ
ルで責任を持って中
⼼的な役割を果たす
緊急対応計画に、
RC システムに関する
規定が含まれる。 

• 保健省（MOH）は、
政府全体の危機管理
体制に統合された、
RC に関する完全に運
⽤可能なシステムがあ
る。 

2. 緊急時に必要となる公的
情報に⾮公式に対応するコミュ
ニケーション担当の⼈員または
政府部⾨が存在するか。 

• 緊急時に RC を専⾨
に担当するのは、常
勤スタッフおよび緊急
時配備スタッフであ
る。 

（すべての政府機関に
おいてホットラインが機
能している。） 
（国と地域の両レベル
で 911 コールラインが
⼗分に機能している） 

• ⾼度な訓練と経験を
積んだコミュニケーショ
ンの専⾨家チームが、
平時と緊急時のコミュ
ニケーションを管理して
いる。 

3. 緊急時に RC に専念する
常勤スタッフまたは緊急時配備
スタッフがいるか。 

（再掲）緊急時に RC
を 専 ⾨ に 担 当 す る の
は、常勤スタッフおよび
緊急時配備スタッフであ
る。 

― 

（再掲） ⾼度な訓練
と経験を積んだコミュニ
ケーションの専⾨家チー
ムが、平時と緊急時の
コミュニケーションを管理
している。 

4. RC スタッフの役割および責
任は、対策計画の中で⾔及さ
れているか。 

• 政府機関、⾮営利
団体、⺠間企業な
ど、役割と責任を明
確にした複数のステー
クホルダーが、メディ
ア・広報緊急⽀援計
画に参加している。 

― ― 

5. 緊急時の国⺠およびパート
ナーとのコミュニケーション改善
のうえで、スタッフ配置、プラット
フォーム、資⾦源、またはその
他の要因に対して実施可能な
⼤きな改善点があるか。 

• 医療・保健の専⾨家
は、MHP と地⽅の保
健当局により、緊急
時のリスクに関する国
⺠からの問い合わせ
に対応するよう定めら
れている。 

• 共同情報センター
（MES）に緊急時の
リスクを軽減するため
の国家プラットフォーム
が設置されている。 

• ⾰新的なアプローチと
新しい技術が常時開
発され、国⺠とのコミュ
ニケーションに利⽤さ
れている。RC システム
をさらに強化するため
に、学んだ教訓が取り
⼊れられている。 

資料１ 各指標の「技術に関する質問」の回答として当てはまる可能性がある各国の 

評価コメント（上位３か国） 
      ※カッコ内は間接的に関わる可能性があるものを当てはめた 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
6. 公安、司法、病院、緊急
時対応、⾚⼗字社/⾚新⽉
社、および（または）防衛省、
農業省、⾷品/医薬品省等の
政府機関等、他の関連機関
との間で共有されるコミュニケー
ション計画、合意、および（ま
たは）標準業務⼿順書が⽤
意されているか。 

― ― ― 

7. コミュニケーション担当⼈
員、資料、および緊急時の対
策に関する専⽤の予算組み
（枠）はあるか。 

― ― 

• MOH のコミュニケーシ
ョンエンゲージメントグ
ループは⼗分な⼈的
資源と予算を持ち、
情報通信省
（MCI）のサージキャ
パシティを利⽤すること
ができる。 

8. 緊急時の国⺠に対するコミ
ュニケーションは、保健省以外
の別の政府機関、または保健
省に関連している政府機関に
も⾃動的に伝達されるか。 

― ― ― 

9. この計画は年１回以上の
頻度で試験されているか。 

• 計画とその有効性
は、政府機関間の合
同訓練を通じて定期
的に検証される。 

― ― 

10.RC 担当⼈員に対して、
地域ハザード対策に関する訓
練が提供されているか。 

• 通信対応担当者は、
NCEMA が開催する
定期的なワークショッ
プを通じて、更新情
報を認識し、それに対
応するための訓練を
受ける。 

• 定期的な訓練が実
施されている。2016
年 7 ⽉ 19⽇〜20
⽇に⾏われた MES に
よる最新の訓練は、
政府機関の代表者が
参加した緊急（⼤地
震）時のセクター間
共同情報センターの
設置と機能に関する
ものであった。 

― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
11.国⺠に向けたメッセージの
クリアランス（内部決裁）に関
する所属機関内の取り決めが
あるか。 

― ― ― 

12.訓練または実際の対策実
施から得た知⾒に基づき、対
策計画に変更が加えられた
か。 

• MHP やその他の機
関・当局の対応計画
には、実践的な演習
や訓練、実際の対応
の経験や成果に基づ
いて、継続的な改善
が⾏われている。 

― 

• コミュニケーションプロト
コルは、定期的に演
習でテストされ、実際
の出来事で使⽤され
ている。 

13.コミュニケーション対応スタッ
フは、対策計画の変更を知ら
されているか、および（また
は）それについて訓練を受けて
いるか。 

― ― ― 

14.コミュニケーションシステムの
維持および改善のための専⽤
予算があるか。 

― ― ― 

R.5.2 内部およびパートナー間のコミュニケーションと調整 
  
1. 緊急時に所属部⾨内のコ
ミュニケーションを調整する枠組
みが⾮公式または公式に存在
するか。 

― ― 

• 健康危機に迅速に対
応するため、政府のあ
らゆるレベルにおいて
強固な RC 体制が確
⽴されている。 

2. 緊急時に国の関係者と対
策実施機関とのコミュニケーショ
ンを調整する枠組みが⾮公式
または公式に存在するか。 

• NCEMA が締結した
協定に加え、国の対
応枠組みを通じて、市
⺠社会組織や⺠間セ
クター間のコミュニケー
ションを調整する正式
なメカニズムがある。 

• 通信は、MES、保健
省（MOH）、医療
施設が組織されてい
る領⼟⾏政省の危機
管理センターと広報ユ
ニット間で調整されて
いる。 

（再掲）健康危機に
迅速に対応するため、
政府のあらゆるレベルに
おいて強固な RC 体制
が確⽴されている。 
• MOH は、他の政府

機関のコミュニケーショ
ンチームと緊密な協
⼒関係にある。 

3. 緊急時に海外の関係者と
対策実施機関とのコミュニケー
ションを調整する枠組みが⾮公
式または公式に存在するか。 

― ― ― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
4. 緊急時に関係者/パートナ
ー機関が所属機関との情報と
⼀致しない、または⽭盾する情
報を発表したという事例があっ
たか。 

― ― ― 

5. 緊急時にどの機関が対応
すべきかに関する合意がなかっ
たために、貴重な時間を割く事
例はあったか。 

― ― ― 

6. パートナー機関との間でもっ
と適切に調整できたであろうと
思われる緊急事態または事象
の例があるか。 

― ― ― 

7. 緊急時に病院と医療部⾨
とのコミュニケーションを調整する
公式の枠組みが⽤意されてい
るか。 

• MHP では、緊急時
の病院（公⽴および
私⽴）との連絡は、
NCEMA の緊急・危
機・災害オペレーショ
ンセンターおよび病院
内のコントロールルー
ムを通じて⾏われる。
地⽅保健当局の病
院でも、同様のプロセ
スが⾏われる。さら
に、私⽴病院との調
整も地⽅保健当局
の権限である。 

（訓練では、医療従
事者、メディア関係
者、国内外の⾮政府
組織などが積極的な
パートナーとして参加
し、学んだ教訓から計
画を修正している。） 

• MOH は、公⽴医療
機関のコミュニケーショ
ンチームと緊密な協
⼒関係にある。 

8. 緊急時に市⺠社会団体
間のコミュニケーションを調整す
る公式の枠組みが⽤意されて
いるか。 

― 

• 市⺠保護局⻑と関連
する地元のボランティア
は、地元のステークホ
ルダーと対話し、新し
い緊急⾏動計画につ
いてフィードバックを⾏
う。彼らは、国のコミュ
ニケーションプランの地
⽅版を作成し、独⾃
の限られた予算を持っ
ている。 

― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
9. 緊急時に⺠間部⾨とのコミ
ュニケーションを調整する公式
の枠組みが⽤意されているか。 

― 

• 緊急時には、MES の
広報部⾨が関係者の
参加を得て定期的に
メディアブリーフィングを
⾏い、MES のウェブサ
イト上で情報を更新
している。 

― 

10.所属機関は、パートナー機
関とのコミュニケーションの調整
を試す訓練を実施しているか。 

• パートナー機関との調
整とコミュニケーション
は、NCEMA の演習
や参加機関との訓練
を通じて毎年テストさ
れている。 

― 

• コミュニケーションの役
割と責任が明確に定
義されたプロセスとプロ
トコルが、定期的にテ
ストされ、緊急時に適
⽤される。 

11.所属機関は、パートナー機
関とのコミュニケーション調整が
試された、実際の緊急事態に
おいて対応したか。 

• NCEMA は実際の緊
急事態に対応し、そ
れによって関係するパ
ートナーとのコミュニケ
ーションの調整に関す
る経験を検証し学ん
できた（例︓H1N1
パンデミック、MERS 
CoV）。 

― ― 

12.所属機関は、外部のパー
トナーおよび関係者と共に、コミ
ュニケーションに関する対応計
画を定期的に作成しているか。 

― 

• マルチステークホルダー
の役割と責任を含む
すべてのリスクコミュニ
ケーション計画が実施
されている。 

（再掲）コミュニケーシ
ョンの役割と責任が明
確に定義されたプロセス
とプロトコルが、定期的
にテストされ、緊急時に
適⽤される。 

13.所属機関は、外部パート
ナーおよび関係者と調整したコ
ミュニケーション対応予算を有し
ているか。 

― 

（再掲）市⺠保護局
⻑と関連する地元のボ
ランティアは、地元のステ
ークホルダーと対話し、
新しい緊急⾏動計画に
ついてフィードバックを⾏
う。彼らは、国のコミュニ
ケーションプランの地⽅
版を作成し を作成し、
独⾃の限られた予算を
持っている。 

― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
R.5.3 パブリック・コミュニケーション 
  
1.所属機関は、国⺠とのコミュ
ニケーションのための正式な機
能を有しているか。 

• すべての公的機関は、
政府のコミュニケーショ
ン部⾨を通じて国⺠と
コミュニケーションをとっ
ている。 

• MES の共同情報セン
ターを含む危機管理
センターは、国⺠に語
りかけるための信頼で
きる資産である。 

― 

2. 所属機関は、指名され、
訓練を受けた広報担当者を有
するか。 

• MHP とすべての保健
当局には、MHP の部
⾨ごとに、訓練を受け
た公式の広報担当者
のリストがある。 

• RC に携わる専⾨家
のトレーニングは、
MES の危機管理ナ
ショナルアカデミーが⾏
っている。 

• アルメニア CDC の広
報部⻑は、RC に関
するWHO の研修を
受け、それがトレーナ
ーズプログラムになっ
た。 

（MOH は、迅速な
情報発信のため、地
域組織との連携が確
⽴されている。） 

3.所属機関は、メディアおよび
ソーシャルメディアによるアウトリ
ーチに特化したコミュニケーショ
ンチームを有するか。 

• 専⾨チームがメディア
や社会への働きかけを
正式に委託されてい
る。 

― 

• ⾼度に専⾨化したコミ
ュニケーションチーム
が、パブリックコミュニケ
ーションとエンゲージメ
ントのあらゆる側⾯を
管理している。 

4.所属機関は、対象者の⾔
葉、信頼されている情報源、お
よび好まれているコミュニケーシ
ョンチャンネルを適切に理解す
るためのターゲット対象者分析
を実施しているか。 

― ― ― 

5.所属機関は、コミュニケーショ
ンのメッセージを特定の対象者
に向けて発するために、新聞、
ラジオ、テレビ、ソーシャルメディ
ア、ウェブ等の様々なメディアプ
ラットフォームに積極的に働きか
けるコミュニケーション戦略を有
しているか。 

• 緊急時には、マスコ
ミ、ニュース、記者会
⾒、テレビなどを通じて
の定期的なメディアブ
リーフィングや最新情
報、啓発・教育キャン
ペーンなど、さまざまな
レベルや⽅法で国⺠

• マスメディアのジャーナ
リストを対象に、アルメ
ニアで発⽣リスクの⾼
い病気や⾵⼟病に関
するトレーニングが⾏
われている。 

• 緊急時の⾏動に関す
る RC は、就学前から
の基本的な学校カリ

• 多様なコミュニケーショ
ンプラットフォームを採
⽤し、国⺠の懸念や
⾵評に対応するため、
幅広い層にリーチする
ことができる。 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
とのコミュニケーションが
⾏われる。 

キュラムの中で教えら
れている。 

• アルメニア語は⼈⼝の
95％以上が話し、全
員が理解しているが、
MES のウェブサイトで
は 3 つの⾔語が使⽤
されている。 

6.所属機関は、対象者が必
要とする場合、現地の⾔葉で
情報を提供しているか。 

― ― ― 

7.所属機関は、ターゲットとす
る対象者のメンバーにメッセー
ジが届いているかを評価するメ
ディアリサーチを実施している
か。 

（MHP と地⽅保健当
局のコールセンターは、
緊急時の国⺠のニーズ
に対応する。） 

― ― 

8.所属機関は、地理的位
置、⾔語、およびメディア嗜好
性に応じて、公衆衛⽣メッセー
ジの内容を変えているか。 

（メッセージは、
NCEMA と連携してい
る連邦メディア機関の
許可を得なければなら
ず、公共メディアを通じ
て配信できる情報を指
定している。） 

― ― 

9.緊急時または訓練時に、所
属機関はメディア向け定期会
⾒を実施し、マスメディアおよび
ソーシャルメディアを介して情報
を更新しているか。 

― ― 

• 相互の信頼に基づく
メディアとの良好な関
係は、緊急事態の際
に役⽴つ。 

10.所属機関は、どのようなコミ
ュニケーション法がターゲットとな
る対象者による緊急時の⾏動
変化を最適に促すかに関する
エビデンスベースに寄与している
か。 

― 

• 視覚的なパブリックコミ
ュニケーション資料は、
発⾏前に対象となる
者にテストされる。 

― 

11.所属機関は、コミュニケー
ション対策を継続的に改善す
るために、経験および新しい戦
略をパートナー機関と共有して
いるか。 

― ― ― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
12.所属機関は、噂および誤
解を監視しているか。検知した
場合、速やかにこの問題に対
処しているか。 

― ― ― 

R.5.4 緊急事態の影響を受けている地域のコミュニケーションへの関与 
  
1.所属機関は、緊急時のコミ
ュニケーション対応に⽤いるため
の、社会的動員、ヘルスプロモ
ーション、またはコミュニティエン
ゲージメントを担当する部⾨ま
たは作業部会を有しているか。 

• 緊急時対応チームと
保健教育推進部は、
世界保健デーのキャン
ペーンなど、医療分野
と連携した啓発イベン
トやキャンペーンを実
施している。 

• 健康増進は、地域や
地⽅の保健所によっ
て実施されている。 

• パブリックコミュニケーシ
ョンを形成するための
公共委員会が国レベ
ルで設置されている。 

― 

2.所属機関は、所属機関内
のメディア部⾨または連絡担当
者と定期的に連携するための、
社会的動員、ヘルスプロモーシ
ョン、またはコミュニティエンゲー
ジメントを担当する部⾨または
作業部会を有しているか。 

― ― ― 

3.所属機関は、公衆衛⽣上
の緊急事態の発⽣時に、影響
を受けている集団またはリスク
のある集団にリーチするための、
社会的動員、健康促進、また
はコミュニティエンゲージメントを
担当する部⾨または作業部会
を有しているか。 

― ― ― 

4.社会的動員、ヘルスプロモー
ション、またはコミュニティエンゲ
ージメントは、国内の対応計画
に含められているか。 

― 

• ⾃治体やボランティア
グループの関与は、す
べての緊急対応計
画、役割、責任にお
いて想定されており、
地域で策定された対
応計画に概要が⽰さ
れている。 

• 最近、1万⼈以上の
参加者を対象に、信
頼できる情報源と好ま

• 国の対応計画には、
社会動員やコミュニテ
ィへの関与が含まれて
いる。 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
しいコミュニケーションチ
ャネルに関する調査が
実施され、より良いリ
スクコミュニケーション
計画の構築に役⽴て
られた。 

5.所属機関は、中間（地区/
州）レベルで機能する社会的
動員、ヘルスプロモーション、ま
たはコミュニティエンゲージメント
の機能を有しているか。 

― ― 

• 緊急時には、より強固
で集中的なコミュニティ
参加策が実施される。 

6.中間（地区/州）レベルの
コミュニティエンゲージメントの機
能は、国レベルのリーダーシップ
が中間レベルから学び、また他
の中間レベルから学んだ教訓を
共有することができるよう、垂直
⽅向に働いているか。 

― ― ― 

7.地域へのアウトリーチプログラ
ムは、ターゲットとする対象者を
メンバーとして、情報教育コミュ
ニケーション（IEC）資料の試
験を定期的に実施しているか。 

― ― ― 

8.所属機関は、経験豊富なコ
ミュニティエンゲージメントの専
⾨家と緊急時のボランティア、
サージキャパシティに関する情
報共有と訓練の機会を提供し
ているか。 

• NCEMA と⾚新⽉と
の協⼒・連携により、
ボランティアは応急処
置や緊急時・災害時
の対応について訓練
を受けている。 

― 

（⼀部再掲）緊急時
には、より強固で集中
的なコミュニティ参加策
が実施される。これに
は、リスクの⾼いコミュニ
ティを巻き込むための草
の根リーダーや訓練を受
けたデング熱予防ボラン
ティアが配備されている
ことが含まれる。 

9.所属機関は、既存のコミュニ
ティエンゲージメントの能⼒を、
緊急時に展開を拡⼤させるた
めの計画を有しているか。 

― ― ― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
10.リスクのある集団または影
響を受けている集団と対応実
施機関との間に、現在進⾏形
で機能しているフィードバックル
ープが存在するか。 ― 

• 危機管理センターは
24 時間体制で運営
されている。これによ
り、被災した⼈々や危
険にさらされている
⼈々と対応チームとの
間の双⽅向のコミュニ
ケーションが可能にな
る。 

― 

11.所属機関は、対象者のフ
ィードバック、誤解、および質問
に対処するために、メッセージの
内容を定期的かつ速やかに変
えているか。 

• 様々なコミュニケーショ
ンチャネル（コールセ
ンター、ソーシャルメデ
ィア、コミュニティ⽀援
プログラム、記者会⾒
など）を通じて国⺠
の反応を把握し、視
聴者からのフィードバ
ックや疑問に対応す
るために、定期的かつ
迅速にメッセージを発
信している。 

― 

• リスクの⾼いコミュニティ
のニーズに応じて、的
を絞ったメッセージを作
成する。 

• メッセージは、クリエイ
ティブ・コンセプトの開
発プロセスでテストされ
る。 

12.直近に実際に発⽣した緊
急時または訓練時に、対象者
のフィードバックまたは質問を受
けるための明確な機能が存在
したか。 

• インフルエンザ H1N1
パンデミックのマネジメ
ント（例︓24 時間
365⽇対応のコール
センター）を成功さ
せ、特定のリスク
（例︓MERS 
CoV、エボラ）に⽴ち
向かう MHP の緊急
管理⽀援計画を実
際にテストしたことか
ら、教訓が得られた。 

• 地震訓練や Artik 洪
⽔緊急事態の際に被
災住⺠から寄せられ
たフィードバックシステ
ムは、改善が必要な
問題を特定するため
に利⽤された。 

― 

R.5.5 積極的な聴き取りと⾵評管理 
  
1.所属機関は、噂および誤報
を監視し、これに対応するため
の正式なコミュニケーション機能
を有しているか。 

• 正式なコミュニケーショ
ン機能が、コールセン
ター、MPH と地⽅保
健局の政府広報部を

• 各省庁の広報部にお
いて、⾵評を⽇々監
視し、報告する体制
が整っている。 

• MOH の研究チームは
メディアの監視を⾏い、
MOH の意思決定者
と連携してフェイクニュ
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
通じて、⾵評や誤報
を監視し、対処してい
る。 

ースや⾵評に迅速に
対応できる。 
• 確⽴された標準作業
⼿順書（SOP）は、
噂やフェイクニュースに
対する公的医療機関
の対応に戦略的なガ
イダンスを提供する。 

2.所属機関は、公衆衛⽣上
の問題に関する⼀部の噂につ
いて話を聞く特別な⽅法を有
しているか（医療従事者、ホッ
トライン情報など） 

• ソーシャルメディアサイ
トは、定期的にスキャ
ンされ、メッセージの伝
達に利⽤されている。 

• 多くのチャンネル（ホッ
トライン、メディア、ソー
シャルメディア、地元
関係者）を通じて、ダ
イナミックなリスニングが
体系的に⾏われてい
る。情報はダブルチェッ
クされ、RC はそれに
応じて適応される。 

― 

3.所属機関は、噂および誤報
に対処するための⽅法を有して
いるか。 

• 特定のテーマに関する
噂がどのように変化し
ているかを確認するた
め、ソーシャルメディア
の活動も測定してい
る。 

• ダブルチェックされた
噂・誤報についての報
告書と、必要に応じて
それに対抗するコミュ
ニケーション戦略が、
各政府機関の管理
下で整理され、必要
に応じて政府機関間
で共有されている。 

• 政府全体の通信ネッ
トワークにより、各機
関は様々なプラットフ
ォームで誤報を払拭
することができる。 

4.所属機関は、噂の誤りを証
明するか、誤報を正すのに⽤い
る⽅法またはメッセージ効果を
追跡しているか。 

（再掲）特定のテーマ
に関する噂がどのように
変化しているかを確認
するため、ソーシャルメデ
ィアの活動も測定してい
る。 

― ― 

5.所属機関は、噂および誤
報、およびこれらに対処するた
めの⽅法およびメッセージを定
期的に収集し、メッセージの⼀
貫性を担保するために、それら
をパートナーと共有しているか。 

• 他部⾨の計画を取り
⼊れた詳細な RC 計
画がある。 

（再掲）ダブルチェック
された噂・誤報について
の報告書と、必要に応
じてそれに対抗するコミ
ュニケーション戦略が、
各政府機関の管理下
で整理され、必要に応

― 
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各指標の技術に関する質問 UAE アルメニア シンガポール 
じて政府機関間で共有
されている。 

6.所属機関は、コミュニケーショ
ン対策を改善するための政策
決定プロセスにおいて、国⺠か
らの噂および誤報を含むコミュ
ニケーションのフィードバックを考
慮しているか。 

• タイムラインを含むプレ
スリリースのテンプレー
トがある。例えば、緊
急事態を察知した後
の最初の連絡は、12
分以内に⾏うよう定め
ている。 

― ― 

7.所属機関は、コミュニケーショ
ン対応および噂や誤報への対
応能⼒を定期的に評価し、対
応が⾏動を変えたのか、および
（または）噂の拡⼤を⽌めた
かを判断しているか。 

• 噂や誤報に対応する
コミュニケーション対応
と能⼒は定期的に評
価され、⾏動が変化
し、噂が広まるのを⾷
い⽌めることができるこ
とを確認している。 

• 例えば、⾃閉症と
MMR ワクチンを結び
つける噂を管理するな
ど、出来事から教訓を
学び、⾏動を変えるこ
とが証明されている。 

― ― 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
R.5.1 リスクコミュニケーション・システム 

  
1. 国内の対策計画には RC
のための機能があるか。 

• 国家対応フレームワー
クの統合的なコミュニ
ケーションが計画中で
ある。 

• 複数の危機・RC ツー
ルやテンプレートがあ
る。 

• 学んだ教訓が⽂書化
されている。 

• 緊急時対応計画に
RC の役割と責任が
盛り込まれている。 

• RC が複数の
感染症および緊急事
態対応計画に統合さ
れている。 

2. 緊急時に必要となる公的
情報に⾮公式に対応するコミュ
ニケーション担当の⼈員または
政府部⾨が存在するか。 ― 

• 保健ポートフォリオに
専⾨チームがあり、コミ
ュニケーションと政策・
プログラム担当者の間
で RC 能⼒および緊
急時対応機能を構
築している。 

― 

3. 緊急時に RC に専念する
常勤スタッフまたは緊急時配備
スタッフがいるか。 

― ― 

• 様々なコミュニケーショ
ン分野のスキルを持つ
経験豊富なスタッフが
配置されている。 

4. RC スタッフの役割および責
任は、対策計画の中で⾔及さ
れているか。 ― 

• 緊急時のコミュニケー
ションについて、連邦/
州/準州 と地元当
局の間に明確な責任
分担がある。 

― 

5. 緊急時の国⺠およびパート
ナーとのコミュニケーション改善
のうえで、スタッフ配置、プラット
フォーム、資⾦源、またはその
他の要因に対して実施可能な
⼤きな改善点があるか。 

• 複数のコミュニケーショ
ン・プラット フォームや
伝達システム、技術ベ
ースのネットワークを利
⽤している。 

― ― 

資料２ 各指標の「技術に関する質問」の回答として当てはまる可能性がある各国の 
評価コメント（米国、カナダ、オーストラリア） 
※カッコ内は間接的に関わる可能性があるものを当てはめた 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
6. 公安、司法、病院、緊急
時対応、⾚⼗字社/⾚新⽉
社、および（または）防衛省、
農業省、⾷品/医薬品省等の
政府機関等、他の関連機関
との間で共有されるコミュニケー
ション計画、合意、および（ま
たは）標準業務⼿順書が⽤
意されているか。 

― ― 

• システムとプロセスに
は、パートナー、セクタ
ー、管轄区域、国内
および国際的な利害
関係者が関与してい
る。 

7. コミュニケーション担当⼈
員、資料、および緊急時対策
に関する専⽤の予算組み
（枠）はあるか。 

― ― ― 

8. 緊急時の国⺠に対するコミ
ュニケーションは、保健省以外
の別の政府機関、または保健
省に関連している政府機関に
も⾃動的に伝達されるか。 

― ― ― 

9. この計画は年１回以上の
頻度で試験されているか。 

― 

• システムは定期的に
演習でテストされ、教
訓が学ばれ、すべての
レベルで共有されてい
る。 

― 

10.RC の担当⼈員に対して、
地域ハザード対策に関する訓
練が提供されているか。 ― 

（再掲）システムは定
期的に演習でテストさ
れ、教訓が学ばれ、すべ
てのレベルで共有されて
いる。 

― 

11.国⺠に向けたメッセージの
クリアランス（内部決裁）に関
する所属機関内の取り決めが
あるか。 

（キーメッセージの⽂
書、ウェブコンテンツの配
信、調整電話などで、
正確性を確保すること
が奨励されている。） 

― ― 

12.訓練または実際の対策実
施から得た知⾒に基づき、対
策計画に変更が加えられた
か。 

• 教訓の記録、報告、
計画への反映が確⽴
されている。 ― 

• システムは定期的に
演習や緊急事態でテ
ストされ、得られた教
訓は能⼒強化のため
に適⽤される。 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
13.コミュニケーション対応スタッ
フは、対策計画の変更を知ら
されているか、および（また
は）それについて訓練を受けて
いるか。 

― ― ― 

14.コミュニケーションシステムの
維持および改善のための専⽤
予算があるか。 

― ― 

• コミュニケーション・スタ
ッフのための資⾦が継
続的に確保されてお
り、緊急時には追加
的なリソースが利⽤可
能である。 

R.5.2 内部およびパートナー間のコミュニケーションと調整 
  
1. 緊急時に所属部⾨内のコ
ミュニケーションを調整する枠組
みが⾮公式または公式に存在
するか。 

― 

• あらゆるレベルで、パブ
リックコミュニケーション
と RC を調整するため
の強⼒なコミュニケー
ションネットワークが存
在する。 

（RC は、意思決定と
対応に情報を提供する
ため、事故管理システム
に統合されている。） 
• 信頼された情報共有
ネットワークは、重要イ
ンフラ部⾨との情報共
有とコミュニケーション
計画の調整を⾏う。 

2. 緊急時に国の関係者と対
策実施機関とのコミュニケーショ
ンを調整する枠組みが⾮公式
または公式に存在するか。 

• 北インディアナ図書館
コンピュータ・コンソーシ
アム（NICCL）は、
連邦政府省庁の主
要なコミュニケーターの
ネットワークであり、統
⼀された声と⼀貫した
メッセージで発⾔する
ためのものである。 

（再掲）あらゆるレベ
ルで、パブリックコミュニケ
ーションと RC を調整す
るための強⼒なコミュニ
ケーションネットワークが
存在する。 

• 国⽴保健医療研究
機構（NHEMRN）
はセクター、管轄区
域、利害関係者間
の RC を調整し、コミ
ュニケーションプランと
製品を共同で開発し
共有している。 

3. 緊急時に海外の関係者と
対策実施機関とのコミュニケー
ションを調整する枠組みが⾮公
式または公式に存在するか。 

― 

（再掲）あらゆるレベ
ルで、パブリックコミュニケ
ーションと RC を調整す
るための強⼒なコミュニ
ケーションネットワークが
存在する。 

― 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
4. 緊急時に関係者/パートナ
ー機関が所属機関との情報と
⼀致しない、または⽭盾する情
報を発表したという事例があっ
たか。 

― ― ― 

5. 緊急時にどの機関が対応
すべきかに関する合意がなかっ
たために、貴重な時間を割く事
例はあったか。 

― ― ― 

6. パートナー機関との間でもっ
と適切に調整できたであろうと
思われる緊急事態または事象
の例があるか。 

― ― ― 

7. 緊急時に病院と医療部⾨
とのコミュニケーションを調整する
公式の枠組みが⽤意されてい
るか。 

― ― ― 

8. 緊急時に市⺠社会団体
間のコミュニケーションを調整す
る公式の枠組みが⽤意されて
いるか。 

（⽂化的規範や緊急
事態との関係に基づく、
メッセージの好みや⼈々
のニーズに関する調査が
実施されている。） 

― ― 

9. 緊急時に⺠間部⾨とのコミ
ュニケーションを調整する公式
の枠組みが⽤意されているか。 

― 

• 緊急時には、NGO
や⺠間セクターとのコミ
ュニケーション活動も
調整できる。 

― 

10.所属機関は、パートナー機
関とのコミュニケーションの調整
を試す訓練を実施しているか。 ― ― 

• 調整は定期的に演
習や緊急事態でテス
トされ、得られた教訓
は能⼒強化のために
適⽤される。 

11.所属機関は、パートナー機
関とのコミュニケーション調整が
試された、実際の緊急事態に
おいて対応したか。 

― 

• 特定のコミュニティと関
わり、この対象者に適
切なメッセージを開発
することができる（例
えば、ファースト・ネイ
ションズ）。 

― 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
12.所属機関は、外部のパー
トナーおよび関係者と共に、コミ
ュニケーションに関する対応計
画を定期的に作成しているか。 

• 地⽅、州、部族地
域、連邦政府のコミュ
ニケーターによる包括
的なアプローチ、およ
び統合モデル CERC
は、政府全体、世界
各国、学術機関にお
いて教えられている。 

― ― 

13.所属機関は、外部パート
ナーおよび関係者と調整したコ
ミュニケーション対応予算を有し
ているか。 

― ― ― 

R.5.3 パブリック・コミュニケーション 
  
1.所属機関は、国⺠とのコミュ
ニケーションのための正式な機
能を有しているか。 

― ― ― 

2. 所属機関は、指名され、
訓練を受けた広報担当者を有
するか。 

― 

• 緊急時に様々な聴衆
に情報を伝えるため、
すべての政府レベルに
おいてスポークスパーソ
ンが任命され、多数の
パブリックコミュニケーシ
ョン・チャンネルが⽤意
されている。 

• さまざまなレベルの政
府機関において、訓
練を受けた広報担当
者が任命されている。 

3.所属機関は、メディアおよび
ソーシャルメディアによるアウトリ
ーチに特化したコミュニケーショ
ンチームを有するか。 

― ― ― 

4.所属機関は、対象者の⾔
葉、信頼されている情報源、お
よび好まれているコミュニケーシ
ョンチャンネルを適切に理解す
るためのターゲット対象者分析
を実施しているか。 

― ― ― 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
5.所属機関は、コミュニケーショ
ンのメッセージを特定の対象者
に向けて発するために、新聞、
ラジオ、テレビ、ソーシャルメディ
ア、ウェブ等の様々なメディアプ
ラットフォームに積極的に働きか
けるコミュニケーション戦略を有
しているか。 

― ― 

• 伝統的なメディア、ソ
ーシャルメディア、ウェブ
サイト、ホットライン、
印刷物など、緊急時
に聴衆に到達するた
めの多数のパブリックコ
ミュニケーションチャンネ
ルが使⽤されている。 

• 連邦政府のウェブサイ
トを近代化し、国⺠が
より簡単に情報にアク
セスできるようにするた
めの作業が進⾏中で
ある。  

6.所属機関は、対象者が必
要とする場合、現地の⾔葉で
情報を提供しているか。 ― 

• 政策と計画により、政
府は緊急時のリスクに
ついて適切な⾔語で
コミュニケーションするこ
とを保証している。 

• メッセージや資料は、
影響を受ける⼈々に
届くように多⾔語に翻
訳することができる。 

7.所属機関は、ターゲットとす
る対象者のメンバーにメッセー
ジが届いているかを評価するメ
ディアリサーチを実施している
か。 

― ― ― 

8.所属機関は、地理的位
置、⾔語、およびメディア嗜好
性に応じて、公衆衛⽣メッセー
ジの内容を変えているか。 

• パブリックメッセージは、
イベントに関連する社
会的、宗教的、⽂化
的、政治的、経済的
側⾯といったコミュニテ
ィ特有のニーズも考慮
している。 

― ― 

9.緊急時または訓練時に、所
属機関はメディア向け定期会
⾒を実施し、マスメディアおよび
ソーシャルメディアを介して情報
を更新しているか。 

― ― ― 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
10.所属機関は、どのようなコミ
ュニケーション法がターゲットとな
る対象者による緊急時の⾏動
変化を最適に促すかに関する
エビデンスベースに寄与している
か。 

― ― ― 

11.所属機関は、コミュニケー
ション対策を継続的に改善す
るために、経験および新しい戦
略をパートナー機関と共有して
いるか。 

― ― 

• 緊急事態や演習で
得た教訓は、管轄区
域を越えて共有され
ている。 

12.所属機関は、噂および誤
解を監視しているか。検知した
場合、速やかにこの問題に対
処しているか。 

― ― ― 

R.5.4 緊急事態の影響を受けている地域のコミュニケーションへの関与 
  
1.所属機関は、緊急時のコミ
ュニケーション対応に⽤いるため
の、社会的動員、ヘルスプロモ
ーション、またはコミュニティエン
ゲージメントを担当する部⾨ま
たは作業部会を有しているか。 

― 

• すべてのレベルの政府
が、公衆衛⽣に関す
る幅広い話題について
コミュニティに関与し、
緊急時には彼らを動
員することができる。 

― 

2.所属機関は、所属機関内
のメディア部⾨または連絡担当
者と定期的に連携するための、
社会的動員、ヘルスプロモーシ
ョン、またはコミュニティエンゲー
ジメントを担当する部⾨または
作業部会を有しているか。 

― ― ― 

3.所属機関は、公衆衛⽣上
の緊急事態の発⽣時に、影響
を受けている集団またはリスク
のある集団にリーチするための、
社会的動員、健康促進、また
はコミュニティエンゲージメントを
担当する部⾨または作業部会
を有しているか。 

― ― ― 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
4.社会的動員、ヘルスプロモー
ション、またはコミュニティエンゲ
ージメントは、国内の対応計画
に含められているか。 

― ― ― 

5.所属機関は、中間（地区/
州）レベルで機能する社会的
動員、ヘルスプロモーション、ま
たはコミュニティエンゲージメント
の機能を有しているか。 

― 

• 地域のコミュニティチー
ムは、コミュニティが⾏
動できるような関係や
ネットワークを構築して
いる。 

• 緊急事態において、
すべての管轄区域が
分散的なアプローチで
コミュニティに関与して
いる。 

6.中間（地区/州）レベルの
コミュニティエンゲージメントの機
能は、国レベルのリーダーシップ
が中間レベルから学び、また他
の中間レベルから学んだ教訓を
共有することができるよう、垂直
⽅向に働いているか。 

― ― ― 

7.地域へのアウトリーチプログラ
ムは、ターゲットとする対象者の
メンバーを対象として、情報教
育コミュニケーション（IEC）資
料の試験を定期的に実施して
いるか。 

― ― 

（キャンペーンに重点を
置いた調査により、脆
弱な⼈々へのアプローチ
など、緊急時のコミュニ
ケーションに情報を提供
している。） 

8.所属機関は、経験豊富なコ
ミュニティエンゲージメントの専
⾨家と緊急事態発⽣時のボラ
ンティアまたは潜在的緊急時
対応能⼒との間で⾏われる情
報共有と訓練の機会を提供し
ているか。 

― ― ― 

9.所属機関は、既存のコミュニ
ティエンゲージメントの能⼒を、
緊急事態の発⽣時に展開を
拡⼤させるための計画を有して
いるか。 

― ― ― 

10.リスクのある集団または影
響を受けている集団と対応実
施機関との間に、現在進⾏形
で機能しているフィードバックル
ープが存在するか。 

― ― 

• コミュニティがフィードバ
ックを提供するための
複数のチャネルが利⽤
可能である。 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア 
11.所属機関は、対象者のフ
ィードバック、誤解、および質問
に対処するために、メッセージの
内容を定期的かつ速やかに変
えているか。 

• コミュニティメッセージ
戦略は、的を絞った
積極的なものである。 ― ― 

12.直近に実際に発⽣した緊
急時または訓練時に、対象者
のフィードバックまたは質問を受
けるための明確な機能が存在
したか。 

― ― ― 

R.5.5 積極的な聴き取りと⾵評管理 
  
1.所属機関は、噂および誤報
を監視し、これに対応するため
の正式なコミュニケーション機能
を有しているか。 

• 緊急時にソーシャルメ
ディアを継続的に監視
することで、コミュニティ
が何を求めているかを
早期に把握することが
できる。 

• 緊急時に伝統的なメ
ディアやソーシャルメデ
ィアを監視し、誤報や
噂を正す。 

• 緊急時に従来のメディ
アやソーシャルメディア
が監視され、誤報の
訂正、誤解の解消、
意⾒の把握が⾏われ
る。 

2.所属機関は、公衆衛⽣上
の問題に関する⼀部の噂につ
いて話を聞く特別な⽅法を有
しているか（医療従事者、ホッ
トライン情報など） 

― ― ― 

3.所属機関は、噂および誤報
に対処するための⽅法を有して
いるか。 

― ― ― 

4.所属機関は、噂の誤りを証
明するか、誤報を正すのに⽤い
る⽅法またはメッセージ効果を
追跡しているか。 

― ― ― 

5.所属機関は、噂および誤
報、およびこれらに対処するた
めの⽅法およびメッセージを定
期的に収集し、メッセージの⼀
貫性を担保するために、それら
をパートナーと共有しているか。 

― ― 

• 誤報の訂正はパート
ナーと共有される。 
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各指標の技術に関する質問 ⽶国 カナダ オーストラリア
6.所属機関は、コミュニケーショ
ン対策を改善するための政策
決定プロセスにおいて、国⺠か
らの噂および誤報を含むコミュ
ニケーションのフィードバックを考
慮しているか。

― ― 

（再掲）緊急時に従
来のメディアやソーシャル
メディアが監視され、誤
報の訂正、誤解の解
消、意⾒の把握が⾏わ
れる。

7.所属機関は、コミュニケーショ
ン対応および噂や誤報への対
応能⼒を定期的に評価し、対
応が⾏動を変えたのか、および
（または）噂の拡⼤を⽌めた
かを判断しているか。

― ― ― 
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